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別紙 

特別会計・公営企業会計予算審査特別委員会における審査の経過と結果について 

（審査日：平成２９年３月１３～１４日） 

 

１．議案第３１号 平成２９年度川西市国民健康保険事業特別会計予算 

平成２９年度予算の概要 

 予算規模 

  平成２９年度 ２０３億５６４３万円 

  平成２８年度 ２０１億７５０４万１０００円 

  差 し 引 き   １億８１３８万９０００円 （＋０．９％） 

質疑の概要 

⑴  歳入 

  問 保険税収入については、昨年度の予算と比較して現年課税分・滞納繰越分とも収

納率を高く設定しているが、達成の見込みを伺いたい。 

  答 現年分については納税呼びかけセンターからの呼びかけや新規加入者の口座振

替原則化により、滞納分については文書催告や分納額の増額依頼等により収納率が

向上しており、２９年度の予算額は、２８年度の収納見込額から算定している。 

 

  問 法定軽減対象者拡大による影響をどう見ているのか。また、保険税率引き上げに

伴う多子世帯に対する激変緩和措置は２９年度も行うのか。 

  答 軽減対象者拡大は、実質的に物価や賃金の上昇等でこれまでの対象者が外れない

ようにする措置であるため、保険税調定額に大きな影響はないと考えている。多子

世帯への配慮については、税率改定に伴い行ってきたものであり、２９年度は税率

を据え置くため実施しない。 

 

  問 国の特別調整交付金において、保険者努力支援制度による金額をどの程度見込む

のか。 

  答 保険者努力支援制度は、２８年度に前倒しのうえ初めて実施されるものであり、

国において総枠が確保されているものの、現時点で本市への影響額を見込むことは

難しい状況である。このため、特別調整交付金の予算については、従来から経営姿

勢が良好な市町村に対して交付される制度に基づいた金額を考慮して計上してい

るところである。 

   

  問 広域化への対応として国からの補助により計上されている電算処理システム開
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発事業費４３８２万２０００円について、個人の市町間転居に伴う保険税（料）情

報の連携を含め、システム改修の内容を伺いたい。 

  答 当該補助金は、広域化に伴う国保情報集約システムへの連携にかかるものが主で

あり、今後は県域内での資格取得・喪失となることから、これまでの枠組みが変わ

るためこれを調整するものである。今回のシステム改修で、保険税（料）の連携等

に関する内容は予定されていない。 

 

⑵  歳出 

  問 高額療養費の限度額適用認定証について、市民に対する制度周知の状況を伺いた

い。 

  答 当該認定証に関しては、国民健康保険にかかるガイドブックをはじめ、機会ある

ごとに広報しているほか、認定証の有効期間終了にあわせて、更新に関する勧奨案

内を個別に送付するなどして、市民への制度周知に努めている。 

 

  問 特定健康診査受診率に対するペナルティーは、現在は事実上行われていないが、

広域化を機に課されることは見込まれるか。 

  答 後期高齢者支援金の加算・減算措置については、制度としてはあったが国保以外

の保険者を含めて一律に行われていたため、実質的には機能していなかったことも

あってインセンティブの手法が変更された。それが保険者努力支援制度であり、今

後は、この制度が評価軸となっていくと考えられる。 

 

  問 データヘルス計画に基づく委託料８９６万４０００円に関して、２９年度の取り

組みについて伺いたい。 

  答 ２７年度は脂質異常の重症化予防プログラム、２８年度は糖尿病等の重症化予防

プログラムをそれぞれ進めた。２９年度は双方の推進に加え、計画の最終年度であ

るため、本市の状況について分析を行いながら、次期計画策定に向けた作業にも取

り組む。 

特記事項 

 委員会配付資料あり（川西市国保における法定軽減対象者拡大による影響 ほか） 

 議案質疑資料あり（平成２９年度川西市国民健康保険事業特別会計予算について） 

審査結果 

 原案可決（全員賛成） 
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２．議案第３２号 平成２９年度川西市後期高齢者医療事業特別会計予算 

平成２９年度予算の概要 

 予算規模 

  平成２９年度 ２９億２３１３万９０００円 

  平成２８年度 ２６億８４０８万円 

  差 し 引 き  ２億３９０５万９０００円 （＋８．９％） 

質疑の概要 

⑴  歳入 

  問 低所得者に対する軽減対象拡大による本予算案への影響について伺いたい。 

  答 予算額は広域連合が提示した額を計上しており、本市の個別の状況を積み上げた

ものではない。対象拡大は物価上昇等により現在の対象者が外れないようにする措

置であるため、現在の対象者に新規加入者分が増える程度とみている。 

 

  問 軽減特例措置の見直しの影響について伺いたい。 

  答 所得割軽減の該当者は１６５２人であり、軽減が最大の場合と仮定すると、これ

まで５割軽減の２万９４９３円から２９年度は２割軽減の４万７１８８円となる。

また、元被扶養者の均等割軽減は、２８年度と同じ所得であると仮定すると、影響

が見込まれるのは、所得判定により９割から８．５割軽減となるのが２５２人で年

額４８２９円から２４１５円増となる。同様に７割軽減となるのが６３３人で年額

１万４４８９円から９６６０円増となる。 

 

 ⑵ 歳出 

  質疑なし 

特記事項 

 委員会配付資料あり（平成２９年度以降における保険料の軽減について） 

 議案質疑資料あり（平成２９年度川西市後期高齢者医療事業特別会計予算について） 

審査結果 

 原案可決（賛成多数） 

 

３．議案第３３号 平成２９年度川西市農業共済事業特別会計予算 

平成２９年度予算の概要 

 予算規模 

  平成２９年度 １２０１万円 

  平成２８年度 １０８５万２０００円 
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  差 し 引 き  １１５万８０００円 （＋１０．７％） 

質疑の概要 

 ⑴ 歳入 

  質疑なし 

 

 ⑵ 歳出 

  質疑なし 

 

特記事項 

 なし 

審査結果 

 原案可決（全員賛成） 

 

４．議案第３４号 平成２９年度川西市介護保険事業特別会計予算 

平成２９年度予算の概要 

 予算規模 

  平成２９年度 １１６億８７２８万１０００円 

  平成２８年度 １１８億２１５６万８０００円 

  差 し 引 き △ １億３４２８万７０００円 （△１．１％） 

質疑の概要  

⑴  歳入 

  問 第１号被保険者保険料が前年度から４４４７万６０００円増額しているのは、自

然増か。また、国及び県の負担金が減額する一方で補助金が増額されているが、要

因について伺いたい。 

  答 保険料は被保険者の増加によるものである。国・県の支出金については、訪問介

護や通所介護が平成２９年度から地域支援事業に移行することなどに伴い、保険給

付費にかかる負担金としては減となるが、新しい総合事業実施に対する地域支援事

業交付金が増額となるものである。 

 

⑵  歳出 

  問 介護保険制度改正に伴い、本市でも２９年度から新しい総合事業が始まるが、新

たな取り組みについて伺いたい。 

  答 これまでモデル事業として行っていた「きんたくん健幸体操（転倒予防・いきい

き百歳体操編）」と「いきいき元気クラブ」を一般介護予防事業として事業化し、
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地域包括支援センターが中心となり展開する。 

 

  問 新しい総合事業を開始するに当たって、市が考えるメリットやデメリットについ

て伺いたい。 

  答 全国均一だった軽度者への支援をケアマネジメントにより個別に選択可能とな

ることと、住民主体による支援（サービスＢ）で地域づくりが進むことがメリット

である。一方で、サービスＢは市として経験がないため、各地域のボランティアを

中心に活動されているが、地域格差があることから実態等について把握を急いでい

る。 

 

問 議案質疑資料によると、２８年１２月現在で１号・２号被保険者合わせて３０６５

人が要支援の認定を受けているが、総合事業移行に伴いサービスに変化はあるか。 

  答 同じ時点で訪問介護は７８０人、通所介護は１０２５人サービスを受けている

が、サービス自体は移行後も残っているので、ご本人が希望すればそのまま利用で

き、サービスが低下するということはない。 

特記事項 

 議案質疑資料あり（消費税の影響額について ほか） 

審査結果 

 原案可決（賛成多数） 

 

５．議案第３５号 平成２９年度川西市用地先行取得事業特別会計予算 

平成２９年度予算の概要 

 予算規模 

  平成２９年度 ２６億４８１０万６０００円 

  平成２８年度 １９億４０９８万８０００円 

  差 し 引 き  ７億 ７１１万８０００円 （＋３６．４％） 

質疑の概要 

 ⑴ 歳入 

  質疑なし 

 

 ⑵ 歳出 

  問 議案質疑資料によれば、第３次土地開発公社経営健全化計画は２９年度に最終年

を迎え、目標を達成する見込みだが、計画期間終了後はどうなっていくのか。 

  答 財政状況を勘案しながら、独自に健全化を進めることになる。 
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  問 同じく資料によると、地方債償還予定額が年度によって大きく差があるが、平準

化する考えはないか。 

  答 特別会計としての償還予定は資料のとおりだが、今後、事業化の際に一般会計で

買い戻す場合は、その財源として新たに地方債を発行し返済していくこととなるの

で、一般会計と特別会計の全体としては、結果的に平準化することになる。 

特記事項 

 議案質疑資料あり（土地開発公社用地取得による公社健全策の推移と見通しについて 

ほか） 

審査結果 

 原案可決（全員賛成） 

 

６．議案第３６号 平成２９年度川西市中央北地区土地区画整理事業特別会計予算 

平成２９年度予算の概要 

 予算規模 

  平成２９年度 ３２億５４７５万９０００円 

  平成２８年度 ２８億１０９２万９０００円 

  差 し 引 き  ４億４３８３万円     （＋１５．８％） 

質疑の概要  

⑴  歳入 

  問 保留地処分金が前年度に比べて大幅な増額となっているが、その場所や面積のほ

か、予算計上にあたって見積もっている売却単価とともに、新年度での進捗見込み

を伺いたい。 

  答 保留地の処分は、医療施設予定地と川西警察署前の用地の２カ所を予定してい

る。 

医療施設予定地については、８５２８㎡で平米単価を１６万１０００円と見込ん

でおり、２８年度中に支障物件の解体を終える予定である。また、川西警察署前の

用地は、１４５㎡で平米単価を１１万円と見込んでいる。いずれも新年度中に整地

工事を行い売却手続きを進める予定である。 

 

⑵  歳出 

  問 交通部会運営支援業務委託料２００万円が計上されている、エコまち協議会交通

部会での検討状況を伺いたい。 

  答 ２５年度に設置し、回遊性の向上など、キセラ川西低炭素まちづくり計画の交通

分野に特化した検討を進めている。２９年度は区域内の共同利用駐車場についてさ
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らに検討する予定である。 

 

  問 キセラ川西せせらぎ公園管理棟整備業務委託料４０００万円が計上されている

が、詳細について伺いたい。 

  答 公園で活動する人のための管理棟を設置する費用である。内部の仕様等について

は市民ワークショップの検討結果を反映させる形を考えており、建築工事に加えて

ワークショップというソフト要素が含まれるため、委託料として計上している。 

 

  問 公債費の利子９４２６万円について、負担が大きいが、軽減する手だてはないの

か。 

  答 借り入れに際しては、他会計とともに複数の金融機関で見積もり合わせをするな

ど工夫をしている。予算案の金額は、これからの借り入れ分も含むため高めに計上

しており、最終的にはここまでにはならないと想定している。 

特 記 事 項 

 議案質疑資料あり（移転補償、仮換地に伴う補償解決状況について ほか） 

審 査 結 果 

 原案可決（全員賛成） 

 

７．議案第３７号 平成２９年度川西市水道事業会計予算 

平成２９年度予算の概要 

 給水世帯数 ６万９５００世帯 

 年間配水量 １５７３万５３７㎥ 

 収益的収入３５億７２５３万１０００円 収益的支出３３億６６４０万８０００円 

 資本的収入 ５億５６５６万６０００円 資本的支出 ９億６０７５万６０００円 

質疑の概要  

 問 経営戦略策定業務委託料１６２３万１０００円が計上されているが、その詳細とあ

わせて、川西市水道ビジョンとの関係性について伺いたい。 

 答 経営戦略は、水道施設の耐震化などで経費が増大する一方、人口減少による使用料

の減収が見込まれることから、総務省の要請により、今後１０年間の施設維持・更新

経費などを踏まえた収支計画を策定するものである。これを含めて、さらに広い視点

で、経営に関する基本理念を定めるのが水道ビジョンとなるため、これらは密接に関

係することとなる。これらは同時に策定することが合理的かつ効果的であるため、次

期水道ビジョンの計画年度を３１年度からとし、同じ計画期間で十分な整合を図って

いきたいと考えている。 
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問 滞納整理・窓口業務委託について、平成３０年度から３２年度を期間として債務負

担行為を設定しようとしている。営業課の事務部門で合理化が図られることは理解す

るが、その分を災害対策や技術の継承など課題の多い技術部門に職員を割り当てては

どうか。 

 答 技術職員の必要性が今後も増していくことは事実であるが、上下水道局にはプロパ

ー職員はいないため、人員配置は市長部局との調整になる。現在、再任用職員の配置

等による技術の継承に努めているが職員の職種や割り当てについては、今後の大きな

課題であると認識している。 

 

 問 鉛製給水管の更新及び耐震化について、２９年度までを計画期間とする現行の水道

ビジョンにおける進捗状況と３０年度以降の取り組みについて伺いたい。 

 答 鉛製給水管については、現在の水道ビジョンに沿って改良等を進めてきている。３０

年度以降については、管路をはじめとする水道関連施設のアセットマネジメントを進

める予定であり、２８年度において、そのための業務委託を行っている。これを踏ま

えて、今後４０年間の老朽化対策や施設更新のあり方を新たな水道ビジョンとして策

定していきたいと考えている。 

特 記 事 項 

 議案質疑資料あり（平成２９年度川西市水道事業会計予算について） 

審 査 結 果 

 原案可決（全員賛成） 

 

８．議案第３８号 平成２９年度川西市下水道事業会計予算 

平成２９年度予算の概要  

 水洗化人口 １５万７０１５人 

 年間有収水量 １５０３万２５２１㎥ 

 収益的収入３９億３８０９万１０００円 収益的支出３２億７２０５万６０００円 

 資本的収入１５億１６６１万１０００円 資本的支出２５億９８４８万９０００円 

質疑の概要  

 問 下水道処理人口普及率の１００％達成に向けた取り組みの一環として、共同私設下

水道工事費３００万円を計上しているが、２９年度の取り組みについて伺いたい。 

 答 錦松台地区で相談を受けており、これにかかる工事費を計上している。私設下水道

については、長年に渡る歴史的経過や周辺住民との関わりがあるため、行政が介入す

る難しさはあるが、費用面の支援をはじめ、隣接地所有者の調整など、積極的に相談

を受けて協力していきたい。 
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 問 下水道未整備の横路地区などに対する今後の対応を伺いたい。 

 答 公共下水道には汚水を排除するという基本的な考え方があり、そういう意味では、

それらのエリアも整備すべきということになるが、一方では企業でもあるので費用面

を度外視することはできない。色々な手法を含めて、今しばらく慎重に当事者との話

し合いを続けたい。 

 

 問 前川・加茂雨水ポンプ場については長寿命化計画を進めているが、設備更新等の進

捗状況とこの取り組みによる効果を伺いたい。 

 答 前川は２９年度が５カ年計画の最終年度であり、４年間は計画に基づく取り組みが

実行できている。加茂については国からの交付金が想定より低かったため、５年計画

の１カ年分しか進捗していない。排水性能については、エンジンを更新するだけなの

で排水能力は変わらないが、故障時には部品供給が可能となるため、安定した稼働が

確保できる。 

 

 問 ポンプ場の夜間休日管理業務委託料として２１７３万５千円を計上しているが、豪

雨等の非常時に迅速かつ十分な対応がとれる体制になっているのか。 

 答 職員が心して業務に当たることはもとより、大雨などによる有事の際は３０分以内

に現地にて緊急の体制がとれるようにという条件を付した上で、一定の設備と実績を

有する民間事業者に業務を委託している。 

特 記 事 項 

 議案質疑資料あり（平成２９年度川西市下水道事業会計予算について） 

審 査 結 果 

 原案可決（全員賛成） 

 

９．議案第３９号 平成２９年度川西市病院事業会計予算 

平成２９年度予算の概要 

 年間入院患者数 ７万１２４２人 

 年間外来患者数 １１万６７４人 

 収益的収入５７億６５３３万８０００円 収益的支出５８億３５３６万８０００円 

 資本的収入 １億４１４０万８０００円 資本的支出 １億７４５６万９０００円 

質疑の概要  

 問 病院経営として、新年度の医師数は、十分に確保できたと捉えているか伺いたい。 

 答 トータルとしては充足している。手術数を増やすことが収益確保につながるため、

先ごろ購入した腹腔鏡手術システムを生かすべく、経験のある外科系の医師１名を増



- 10 - 

 

員する予定であり、現時点で大学医局からの派遣が内定している。 

 

問 医師以外で、医療技術職や看護師は十分か。 

答 医療技術職は現状で対応可能である。看護師については、病床稼働率が８５％を超え

ることがあり、これが年間を通じて継続すると７対１の看護体制維持が困難になるの

で、入院患者数の動向を見ながら予算の許す限り増員したい。 

 

 問 川西病院はＤＰＣ制度（ＤＰＣ／ＰＤＰＳ）の対象病院であるが、医療スタッフの

専門性向上など、ＤＰＣ係数や収益確保に向けた取り組みについて伺いたい。 

 答 ＤＰＣ係数を構成する要因として症例数や手術件数の確保など、数多くの取り組み

を２８年度から進めている。専門性向上については、２９年度は認知症ケアの認定看

護師となるべく、看護師を１名教育課程へ入校させる予定にしており、医師以外のス

タッフに対しても積極的に研修参加等を促している。 

 

 問 議案質疑資料によると後発医薬品の使用割合は７０％を超えているが、これを高め

ることによるメリットや２９年度の見通しについて伺いたい。 

 答 診療報酬上は、評価上限である７０％を超えるとＤＰＣ係数として有利である。し

かし、３０年度の診療報酬改定では評価上限が８０％以上に変更される可能性がある

上、費用節減に効果があるので、さらに向上させたい。 

 

 問 収益面において経営健全化計画とのギャップが見られるが、２９年度における達成

の見通しはどうか。 

 答 ２８年度は１日当たり入院患者数を１９５人と見込んでいたが、３連休が多かった

ため少ない状況である。２９年度も同様の目標を設定しているが、収益面では大きな

伸びが期待できないため、費用面の抑制により計画に近づけていきたい。 

 答 診療報酬の改定幅が計画策定当時の想定より大きかったこともある。新年度は外科

医師を増員するなど収益確保に努めるが、３０年度に診療報酬改定を控えていること

もあり、診療単価改善によって計画値を達成するのは厳しいという認識である。 

 

 問 医療相談収益を前年度に比べ減額しているが、人間ドックについては、収益確保に

向け拡充の方向性ではなかったか。 

 答 ２８年度は、外来及び入院患者の増加により人間ドックの受け入れを抑制せざるを

得ないという事情があった。２９年度は、４月から新たな医師が着任するので、対応

できるかどうか検討したい。 
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特 記 事 項 

 議案質疑資料あり（平成２９年度川西市病院事業会計予算について） 

審 査 結 果 

 原案可決（全員賛成） 

 

 


